
参 考 資 料

（良質な医療を提供する体制の確立を図るための

医療法等の一部を改正する法律案について）



 
 
 
 
 
 
 
 
  
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 

【患者が医療情報を得る手段】

○ 医療機関の行う広告 
○ インターネット等によ

る広報 
※ 医療機関側による任意

の情報 
○ 利用者に対する医療機

関内の院内掲示 
等 

 
【見直しの視点】 
○ 必要な情報は一律に提供 
○ 情報を集約化 
○ 客観的な情報をわかりやす

く提供 
○ 相談・助言機能の充実 
 

※   は、新たに追加される制度 現行制度 
                   
 
 
 
 

改正後の制度 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

医療機関の管理者に対

し、医療機能に関する

一定の情報について、

報告を義務化 

都 

道 

府 

県 

○ 集約した情報をインターネ

ット等でわかりやすく提供 
○ 医療安全支援センターによ

る相談、助言 

住 
 
 
 
 

民 

○ 「一定の情報」は医療機関でも閲覧可能 
○ 正確かつ適切な情報の積極的な提供を行うよう努める責務 
○ 患者等からの相談に適切に応ずるよう努める責務 

医 

療 

機 

関 

 

                           
 

【「一定の情報」の例】 ※具体的な範囲は、厚生労働省医政局内に常設する検討会で検討予定 

○ 管理・運営・体制に関する事項（診療日、診療時間、安全管理体制、医師等の略歴 等） 

○ 情報提供や医療連携体制に関する事項（クリティカルパスの実施、他の医療機関との連携の状況、セ

カンドオピニオンの実施 等） 

○ 医療の内容（医療機能）、実績に関する事項（診療・治療内容、在宅医療の実施、専門外来の設置、

手術件数 等）                                等 

※医療の実績情報（アウトカム指標）については、データーの適切な開示方法等、客観的な評価が可能 

  となったものから積極的に提供 

医療機関に対し、医療機関の医療機能に関する一定の情報について、都道府県への報告を義務付け、都道府県が情

報を集約してわかりやすく提供する仕組みを創設する。（薬局についても同様の仕組みを創設） 

医療機能情報の公表制度の創設（医療法、薬事法）



 入退院時の文書による説明の位置付け（医療法）
 
 

 
 
【改正後の制度の概要】 

入退院時に、病院又は診療所の管理者が入退院計画書の作成・交付・説明を行うことを、医療法上位置付ける。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
                   

入院時の診療計画の義務付け 

○ 医療機関の管理者に対して、入院から退院に至るまでの当該患者に対し提供される医療に関する計画書を作成・

交付し、適切な説明を行うことを義務付け。 

○ その際、病院・診療所の医療従事者の知見を十分反映させ、これらの者の間で有機的連携が図られるよう努力義

務化。 

 

（計画書の記載事項） 

◆ 患者の氏名、生年月日及び性別 

◆ 当該患者の診療を主として担当する医師又は歯科医師の氏名

◆ 入院の原因となった傷病名及び主要な症状 

◆ 入院中に行われる検査、手術、投薬その他の治療（入院中の看護及び栄養管理を含む。）に関する計画

◆ その他厚生労働省令で定める事項 

 
 
 
 
 
【効果】 

退院時の療養計画書の努力義務 

○ 医療機関の管理者に対して、退院後に必要な保健、医療又は福祉サービスに関する事項を記載した退院後の療養

に関する計画書を作成・交付し、適切な説明を行うことを努力義務化。 

○ その際、退院後の保健、医療、福祉サービスを提供する者と連携が図られるよう努力義務化。 

 

  ○ 患者への情報提供の充実 ○インフォームドコンセントの充実 ○ チーム医療の推進 ○ 他の医療機関等との連携

（いわゆる退院調整機能の発揮）の強化 ○根拠に基づく医療（ＥＢＭ）の推進 等 



 広告規制の見直しによる広告可能な事項の拡大（医療法）
 
 
 
 
 
 
 
 

・ 広告規制制度における広告可能な事項の規定方式について、現行の個別事項を細かく列挙する方式を改め、一

定の性質をもった項目群ごとに、「○○に関する事項」というように包括的に規定する方式に改める。  
  ⇒広告規制の大幅な緩和  
・ 広告可能な事項以外の内容を広告した場合の対応について、直接罰方式から間接罰方式へと改める。 

 
広告する内容  現行制度  改正後の制度 

 
個別事項を細かく列挙 
(例)・病床数、病室数 

・機能訓練室に関する事項 
・診療録を電子化している旨

・従業員数、患者数に対する

配置割合       等

 
一定の性質をもった項目に関する客
観的事実を規定  
(例)・その有する施設、設備、又は人員に

関する客観的事実  

 
 
広告可能な事項 
 

 
 

 

 
 

 
 

 
広告可能な事項 
以外の内容 
 

  
直接罰(※)を適用 

  
・広告の中止命令・是正命令 
・命令違反に対する間接罰(※)を適用 

   
虚偽の内容 

  
直接罰を適用 

 
 

  

 
直接罰を適用 

 

○ 医療スタッフの略歴、従事者の受けた研修、専門性   ○ 院内感染対策に関する事項 

改正の背景・考え方 

医療の選択を支援する 
観点から広告可能な 
内容を拡大。 

都道府県は実態として 
行政指導で対応。 

不適切な広告による不当 
な誘因から利用者を保護。

 ※ ･･･ ６ヶ月以下の懲役又は３０万円以下の罰金。 

 
【 緩和される広告の例 】 

 ○ 提供している診療、治療内容のわかりやすい提示    ○ 医療機器に関する事項     等



 
  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

基 本 方 針 の 策 定

 国  

⑥⑤④ ③② ①

・数値目標による将来の望ましい 
保健医療提供体制の明示 

・医療機能に関する指標の整備 

政策の循環（計画の作成・実施・政策評価・計画の見直し）を目指した新しい医療計画 

政策評価項目 
の提示 

指標に沿った各種支援

（交付金・補助金・政

策融資・診療報酬など） 
医療機能等の 
指標の提示 

 都  道  府  県  ・ 主要な事業ごとの医療連携体制の構築 
がん対策、脳卒中対策、急性心筋梗塞対策、糖尿 
病対策、小児医療対策、周産期医療対策、救急医 
療対策、災害医療対策、へき地医療対策など 

・住民・患者に分かりやすい主要な事業

ごとの数値目標の設定 

政策評価による新
たな医療計画の立
案 

医療機能・患者の疾

病動向等の調査 
（結果の公表） 

主要な事業ごとの数
値目標とその実現方
策を医療計画に明示 

 医  療  計  画  の  作  成  



 がん対策や小児救急医療対策等の地域の医療機能に関する住民への情報提供(医療法) 
 
 
 
 
 
 
 
 
（脳卒中の医療連携体制についてのインターネットによる情報提供のイメージ）         

                           ※医療機能は随時最新の内容で提供 

 
 
 

 

 

 

 

 

都道府県医療計画 

 がん対策、脳卒中対策、急性心筋梗塞対策、糖尿病対策、小児救急医療対策、周産期医療対策、救急医療対策、
災害医療対策又はへき地医療対策といった主要な事業ごとの医療連携体制の状況について、医療連携体制に関わる
医療機関の所在地と医療機能（医師の配置、保有する医療機器、社会保険事務局に届出された施設基準等、公費負
担医療の実施、地域連携クリティカルパスの使用状況など）がわかるように医療計画に明示する。 

地域の救急医療の機能
を有する医療機関 

回復期リハビリの機能
を有する医療機関 

療養医療を提供する
機能を有する医療機関 

＜○○病院の医療機能＞
・医師数 
・保有する医療機器 
・社会保険事務局に届出さ

れた施設基準等 
     など

・○○病院（住所） 
・◇◇病院（住所） 
・▲▲病院（住所） 
  ・ 
  ・ 

・

＜◇◇病院の医療機能＞ 
・医師数 
・看護師数 
・平均在院日数 

          など 

・○○病院（住所） 
・△△病院（住所） 
・□□病院（住所） 
  ・ 
  ・ 

・

＜○○病院の医療機能＞
・医師数 
・ＰＴ・ＯＴ数 
・平均在院日数 
・地域連携クリティカルパ

スの使用状況   など

・◇◇病院（住所）
・▲▲病院（住所） 
・□○診療所（住所） 
  ・ 
  ・ 

・

＜△△病院の医療機能＞
  ・ 
  ・

＜◇◇病院の医療機能＞
  ・ 

 ・

＜▲▲病院の医療機能＞ 
  ・ 

 ・

選択すると詳

しい情報を参

照できる。 



【 回復期・亜急性期 】【急 性 期】

在 宅 で の 生 活

地域の救急医療の
機 能

回復期リハビリ
機 能

必要に応じ
要介護認定

生活リハを含め
た療養を提供す

る機能

介護サービス
の機能のある
施設（ケアハ
ウス、有料老人

ホーム等）で
の生活

退
院

退院

疾
病
の
発
症

退
院
（
所
）

退院

脳卒中の場合の医療連携体制のイメージ

かかりつけ医機能（※）
（診療所・一般病院 等）

在宅医療（継続的な
療養）管理・指導

（退院調整）

（
転
院
調
整
）

（退院調整）

（
転
院
調
整
）

（退院調整）

（
退
院
調
整
）

※ 急性期、回復期、療養期等各機能を担う医療機関それぞれにかかりつけ医がいることも考えられるが、ここでは、身近な地域で日常的な医療を受け
たり、あるいは健康の相談等ができる医師として、患者の病状に応じた適切な医療機関を紹介することをはじめ、常に患者の立場に立った重要な役割を
担う医師をイメージしている。



クリティカルパスとは
➣ クリティカルパスとは、良質な医療を効率的、かつ安全、適正に提供する

ための手段として開発された診療計画表。
➣ もともとは、１９５０年代に米国の工業界で導入されはじめ、１９８０年代に

米国の医療界で使われ出した後、１９９０年代に日本の医療機関において
も一部導入された考え方。

➣ 診療の標準化、根拠に基づく医療の実施（ＥＢＭ）、インフォームドコンセン
トの充実、業務の改善、チーム医療の向上などの効果が期待されている。

地域連携クリティカルパスとは
➣ 急性期病院から回復期病院を経て早期に自宅に帰れるような診療計画を

作成し、治療を受ける全ての医療機関で共有して用いるもの。
➣ 診療にあたる複数の医療機関が、役割分担を含め、あらかじめ診療内容

を患者に提示・説明することにより、患者が安心して医療を受けることがで
きるようにするもの。

➣ 内容としては、施設ごとの治療経過に従って、診療ガイドライン等に基づき、
診療内容や達成目標等を診療計画として明示する。

➣ 回復期病院では、患者がどのような状態で転院してくるかをあらかじめ把
握できるため、重複した検査をせずにすむなど、転院早々から効果的なリ
ハビリを開始できる。

➣ これにより、医療連携体制に基づく地域完結型医療を具体的に実現する。

地域連携クリティカルパスとは



事例数 平均在
院日数

（Ａ）に対す
る減少率

連携パス導入前
（H11.1～12）

７２例 ２８．５日
（Ａ）

－

連携パス導入後
（H13.1～8）

７７例 １９．６日 約３１％減

連携パス導入後
（H15.1～H17.1）

４２３例 １５．４日 約４６％減

事例数 平均在
院日数

（Ｂ）に対す
る減少率

連携パス導
入前（H15）

５５例 ９０．８日
（Ｂ）

－

連携パス導
入後（H16）

５３例 ６７．０日 約２６％減

①急性期病院における平均在院日数の変化 ②連携先病院（ある回復期リハビリテーション
施設）における平均在院日数の変化

入院 手術
訓練
開始

転院・
退院

①急性期病院

訓練
目標を順次

達成

機能の
回復 退院

②回復期リハビリ病院

院内のクリティカルパス 地域連携クリティカルパス
（①②の病院で共有）

熊本市での取組実績

（急性期リハ）
（回復期リハ） （例えば受傷前のレベル回復を目標）

地域連携クリティカルパスのイメージ



 
都道府県による「医療対策協議会」開催の制度化を通じた 

関係者協議による医師確保対策の推進（医療法） 
 
 
 
 
 

深刻化する医師の偏在問題に対応し、地域の実情に応じて必要な医療・医療従事者を確保するため、都道府県が中心

となり、地域の医療関係者の参加を得た協議の場を設け、実効性ある施策を講じる仕組みを構築する。  

 
 
 
 
 
 
  

 

 
 

○  都道府県の医政担当部局長、関係保健所長、その他の関係部局 

○  都道府県医師会の会長 

○  当該都道府県内の医科大学の学長、大学の医学部長、大学附属 

病院長 

○  民間も含めた地域の中核的な病院やへき地等の病院の院長 

○  関係市町村長 

○  医療を受ける立場にある住民 など 
 

 
 

○  医療提供体制の整備状況についての地域・診療科ごとの分析 

○  医師確保が困難で適正な医療提供に支障が生じている医療機関 

についての対応 

○  医師の効果的な確保・配置対策の推進   

○  医療機関の機能分化・重点化・効率化と連携の推進 

○  地域医療を担う医師の養成の推進 

 

協議事項の例 

     （平成１６年 厚労省・総務省・文科省連名通知） 

構成員の例 

（参考） 「地域における医療対策協議会の開催について」 
 

 
 

 

 

 

 

 

（※）特定機能病院、地域医療支援病院、公的 

医療機関、臨床研修病院、医療従事者養成 

関係機関（大学等）、社会医療法人の関係者等 

 

 

 

 

医療対策協議会 

②    一定の医療関係者（※）の 

参画、協力を得る。 

医師確保をはじめとする 

地域医療の実効性ある確保策 

①    都道府県による協議の場を設け

ることを、医療法に明記  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



行政処分を受けた医師等に対する再教育の義務付け（医師法等） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

対象職種：医師、歯科医師、薬剤師、 

保健師、助産師、看護師、准看護師 
(○再免許) 

〔行政処分〕

○医業停止 
○戒告 

国民に対し安心・安全な医療、質の高い医療を確保する観点から、処分を受けた者の職業倫理を高め、医療技術を

再確認し、能力と適正に応じた医療の提供を促すため、行政処分を受けた医師等に対し再教育の受講を義務付ける。 

医 業 停 止 期 間 
 

処分の原因 
となる行為 

厚生労働大臣

による再教育

受講命令 

再

教

育

修 

了 

（倫理研修） 

（技術研修） 

※行政処分の内容・原因となる行為により、

再教育の内容・期間は異なる。 

修了認定を

経 て 、 医 籍

に記載 

 

※再教育修了までの

間は、病院・診療所

の管理者になるこ

とができない。 



医師等に対する行政処分のあり方の見直し（医師法等） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

行政処分を受けた医師等に対し再教育の受講を義務付けるとともに、医業の停止を伴わない「戒告」という処分

類型の新設、医業停止処分の期間の上限の明確化、調査権限の創設、再免許に係る手続の整備等を行う。 

行政処分を受けた

医師等に対する再

教育の義務付け 

医業停止処分の期間の

上限を３年に 

医業停止 免許取消 
戒告 

（行政処分）

指導 

（行政指導） 

再    教    育 

戒告という処分

類型の新設 

（行政指導） 

戒告 
免許取消 医業停止 

現 

行 

5 年を上限（運用） 

改
正
後 



 
 

医師等に関する情報提供（医師法等） 
 
 
 
 
 
 

 

（医師に関する情報提供のイメージ）

氏名        ○△ □子 

性別        女性 

医籍登録年月日   昭和○○年○月○日 

 

※医業停止処分・戒告処分を受けた場合には、以下の情報を併せて提供。 

 ただし、再教育を修了した後は提供しない。 

行政処分      医業停止○年 

          （平成○○年○月○日－平成○○年○月○○日） 

国民による医師等の資格の確認に資するため、インターネット等により医師等の氏名等に関する情報提供を行う。 
 ※氏名等をもとにして、医師であるか否かを国民が確認できるようにするものであり、例えば一覧表にして公表するものではない。 

[対象職種：医師、歯科医師、薬剤師] 



 薬剤師の行政処分手続きの見直しについて（薬剤師法）
 
 
 
 
 
 
 
 

薬剤師に対する行政処分を厳正かつ公正に行うため、行政処分を行うに当たり、医師等と同様の手続きにより、医

道審議会の意見を聴かなければならないこととする。 

④ 行政処分 

厚
生
労
働
大
臣 

① 聴聞等の実施（都道府県知事による聴取を含む。） 薬
事
に
関
す
る
不
正
等

を
行
っ
た
薬
剤
師 

③ 答申 

② 諮問 
医
道
審
議
会 

 
 
 
 
 
 （免許取消、業務停止、戒告等） 
 
 
（参考） 

○ 薬剤師法の一部を改正する法律案に対する附帯決議 参議院・厚生労働委員会（平成 16 年５月 13 日）（抄） 
 

政府は、次の事項について、適切な措置を講ずるべきである。 
四、医療の担い手としての薬剤師の資質の向上を図るための取組と併せて、患者からの信頼が得られるよう、薬剤師免許の取消し等の

行政処分を厳正かつ公正に行うための仕組みについて検討を行うこと。 
 

○ 薬剤師法の一部を改正する法律案に対する附帯決議 衆議院・厚生労働委員会（平成 16 年６月 11 日）（抄） 
     

政府は、安全・安心な医療の担い手にふさわしい質の高い薬剤師を養成するという今回の法改正の趣旨にかんがみ、次の事項につい

て、適切な措置を講ずるべきである。   
四、医療の担い手としての薬剤師の資質の向上を図るための取組と併せて、患者からの信頼が得られるよう、薬剤師免許の取消し等の

行政処分を厳正かつ公正に行うための仕組みについて検討を行うこと。 



 

看護職員（保健師・助産師・看護師・准看護師）の名称独占規定の整備（保助看法）  
 
 
 
 
 
 

  
 
 
 

保健師・助産師・看護師・准看護師について、現行の業務独占規定に加え、名称独占規定を新たに設ける。 

今回の医療提供体制の改革においては、医療従事者の資質向上及び医療に関する患者の選択を支援するための適切な情報

提供を図ることとしており、これらの観点から名称独占が必要となる。 

＜名称独占が必要となる主な理由＞ 

 

助産師、看護師、准看護師（※業務独占あり） 

○名称独占規定は設けられていない。      

保健師（※業務独占なし） 
○ 保健指導業務実施の際に限り、名称独占とさ

れているのみ。 

 
保健師、助産師、看護師、准看護師 

 
○現行の業務独占規定に加え、名称独占規定 

を新たに設ける。 
 
※保健師は、現行どおり業務独占規定なし 

 

現 行 改正後 



 新たな保健師及び助産師の免許付与要件の見直し（保助看法） 
 
 
 
 
 
 
 

看護師資格を持たない保健師及び助産師が現状以上に看護業務に従事する可能性も否定できないことから、新たな

保健師及び助産師の免許付与について、看護師国家試験合格を条件とする。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

○ 保健師及び助産師国家試験の受験資格要件としては、保健師及び助産師の教育修了の他、前提として、看護師国家試験合格又は看護

師国家試験受験資格を満たすこと（看護教育の修了）が求められている。（法第 19 条、第 20 条） 

○ かつては、看護師資格を得た者が保健師及び助産師国家試験を受験することが一般的であったが、近年の４年制大学の急増により、

看護師に加え保健師及び助産師の同時受験が可能となる者が増加し、結果として看護師資格を持たない保健師及び助産師が見受けられ

るようになった。（※保健師合格で看護師不合格の者：平成 16 年 96 名、平成 17 年 59 名） 

○ 今後も４年制大学の増加が見込まれることから、現状以上に看護師資格を持たない保健師及び助産師が増加する可能性がある。 

 ＜問題点＞
○ 看護師資格を持たない保健師及び助産師については、看護教育は修了しているものの、看護業務の実施に求められる知識及び技能につ

いて公に確認がないまま、看護業務を実施又は実施可能な状態にあることが問題との指摘がなされている。 

○ 看護師資格を持たない保健師、助産師が、看護師として働くことが可能である現状は、患者に対する正しい情報提供としても問題。 
○ 医療安全の確保が最重要の国民的課題となっていく中で、これを制度的に高めていくことが求められており、この問題の改善は急務。 

＜改 正 案＞ 
○ 看護業務に必要な基本的な知識及び技能の確認ができるような制度的措置を講ずるため、新たに保健師及び助産師の免許を

取得する者については、免許付与要件を見直し、看護師国家試験合格を条件とする。 

○ 保健師及び助産師は看護業務を行うことが可能。（法第 31 条第 2項） 

＜現行制度及び現状＞ 



臨床修練制度の見直しについて（対象資格の拡大）（外国医師等の臨床修練法） 
 
 
 
 
 
 
 

現在、外国人医師・外国人歯科医師のみを対象としている臨床修練制度について、新たに外国人看

護師・外国人救急救命士等も制度の対象に加える。 

 ≪臨床修練制度の概要≫ 
 

 
～外国人看護師等が以下の要件を満たす場合～ 
 
① 入国目的が医療に関する知識・技能の修得であること 

 ② 業務に必要な知識・技能を有すること 
 ③ ３年以上の実務経験を有すること 
 ④ 臨床修練に支障のない程度に日本語や英語等を使用す

る能力を有すること 
 ⑤ 患者に与えた損害賠償能力を有すること 
 ⑥ 外国において業務停止処分等を受けていないこと 等 

 
○ 左記の要件に該当する者が、①～③の条件を満

たせば、我が国の免許を取得しなくとも、各資格

の業務（看護業務等）を行うことが可能となる。 

① 厚生労働大臣の許可を受けること。 

② 厚生労働大臣が指定する病院で行うこと。 

③ 指導者の指導監督の下に行うこと。 

※ 外国救急救命士の場合には、救急用自動車等で行う。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  

○ 外国において以下の医療関係資格に相当する資格を有する者 
 ⇒ 看護師、助産師、歯科衛生士、診療放射線技師、歯科技工士、臨床検査技師、理学療法士、作業療法士、 

視能訓練士、臨床工学技士、義肢装具士、言語聴覚士、救急救命士 

新たに臨床修練制度の対象となる資格 



  医療法人制度改革前後の医療法人体系について（考え方）   
 
[ 現行（改革前） ] 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
[ 将来（改革後） ] 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

持ち分ある社団医療法人 

持ち分ある社団医療法人 
(法施行前に既に設立されている法人)

＜「当分の間」存続＞ 

法人の自主的移行 

医療法人（拠出型） 
(法施行後に新規設立された法人) 

 

社会医療法人 

今後の政策で魅力を高める 

残余財産の帰属先：定款で定める者

※財産権に関わるものであり、改正に当
たっては、「当分の間」適用しないと
する経過措置を規定。 

残余財産の帰属先：国、地方公共団体又は他の類似の医療法人 

※法施行後に新規設立された法人と既に特別医療法人・特定医療法人に移行している

法人のみ適用。持ち分ある社団医療法人については、定款変更という自主的な移行

とし、法令でもって強制することはない。 

 

特別医療法人・特定医療法人 

【求められる公益性】


